　　　　　　　　　　　　　　仙台市長感謝状及び賞詞贈呈要領

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成９年６月10日健康福祉局長決裁）

　（目的）

第１条　この要領は，社会福祉の推進向上に貢献しその功績が顕著である者又は団体に対し，市長感謝状及び賞詞を贈ることにより，その功績を表彰し，もって市民福祉の向上に資することを目的とする。

　（市長感謝状贈呈の対象）

第２条　市長感謝状の贈呈は，次の各号に定めるもののうち，その功績が特に顕著な者又は団体　を対象とする。

　(1)　民生委員児童委員
　(2)　保護司

　(3)　各種相談員

　(4)　社会福祉団体関係者

　(5)　民間社会福祉事業従事者
  (6)　共同募金運動の奉仕者又は団体

　(7)　ボランティア功労者又は団体

　
２　前項に規定する対象のうち，過去に市政功労者として市長表彰を受けた者及び市長感謝状の　贈呈を受けた者又は団体は対象から除外する。

　（民生委員児童委員の受賞資格）

第３条　民生委員児童委員の市長感謝状の贈呈を受ける資格（以下「受賞資格」という。）は，　民生委員児童委員として在職期間が１５年以上であり，かつ現職にあることとする。

　(保護司の受賞資格)
第４条　保護司の受賞資格は，保護司として在職期間が１５年以上であり，かつ現職にあることとする。

　（各種相談員の受賞資格）

第５条　各種相談員の受賞資格は，宮城県又は本市から委嘱を受けた社会福祉に関する相談業務　に従事する者で，過去１５年以上にわたりその業務に従事し，かつ現職にあることとする。

　（社会福祉団体関係者の受賞資格）

第６条　社会福祉団体関係者の受賞資格は，次に掲げる社会福祉団体の役員その他の関係者（次条に定める民間社会福祉事業従事者を除く。）で，過去１５年以上にわたり当該社会福祉団体の事業に貢献し，かつ現職にあり年齢４０歳以上のもので，原則としてその所属する社会福祉団体の長の表彰を受けたことがあるものとする。

　　(1)　社会福祉協議会関係者

　　(2)　日本赤十字社員

　　(3)　障害者福祉関係者

　　(4)　老人福祉関係者

　　(5)　母子福祉関係者

　　(6)　里親

　　(7)　児童健全育成関係者

　　(8)　遺族援護関係者

　　(9)　その他の社会福祉団体関係者

　（民間社会福祉事業従事者の受賞資格）

第７条　民間社会福祉事業従事者の受賞資格は，次の各号に該当することとする。

　(1)　社会福祉法第2条に規定する社会福祉事業を行う民間の法人（以下「社会福祉事業を行う法人」という。）の職員で，過去１５年以上にわたり社会福祉事業に貢献し，かつ現職にあり年齢４０歳以上であること

　(2)　市外の社会福祉事業を行う法人への勤務期間を有する場合にあっては，公務員歴を除き市内の社会福祉事業を行う法人に５年以上勤務していること

　（共同募金運動の奉仕者又は団体の受賞資格）

第８条　共同募金運動の奉仕者又は団体の受賞資格は，過去１０年以上にわたり率先してその活　動を行い，なお活動中であることとする。

　（ボランティア功労者又は団体の受賞資格）

第９条　ボランティア功労者又は団体の受賞資格は，次の各号のいずれかに該当することとする。　

(1)  社会福祉等に関するボランティアとして，過去１０年以上にわたり率先して活動を行い，なお活動中のものであって，他の模範であると認められること

　(2)　社会福祉等に関するボランティアグループ，生活協同組合，農業協同組合又は住民互助等による住民参加型福祉サービス団体として，過去１０年以上にわたり率先して活動を行い，なお活動中のものであって，他の模範であると認められること

　(3)　社会福祉等に関する社会貢献活動や従業員の行うボランティア活動への支援を行っている企業・労働組合等の団体で，過去１０年以上にわたり率先して支援を行い，なお支援を継続中のものであって，他の模範であると認められること

　（市長賞詞贈呈の対象及び受賞資格）

第10条　市長賞詞の贈呈は，次の各号のいずれかに該当する自立模範者を対象とする。

　(1)　物心両面にわたる種々の困難を克服して，現在自立しており，次のいずれかに該当し，他　　 の模範であると認められる者

　　ア　身体障害者（１～４級），知的障害者，精神障害者（１～３級）で自立した者

　　イ　生活福祉資金等の活用により自立した者

　(2)　その他，市民福祉の向上に特に顕著な功績があると市長が認める者
２　前項に規定する対象のうち，過去に市政功労者として市長表彰を受けた者及び市長賞詞の贈　呈を受けた者は，表彰の対象から除外する。

　（市長感謝状及び賞詞贈呈の時期）

第11条　市長感謝状及び賞詞の贈呈は，仙台市社会福祉協議会が主催する仙台市社会福祉大会に　おいて行う。

　（受賞候補者の推薦）

第12条　受賞候補者の推薦は，次の各号に定める団体及び機関（以下「推薦団体」という。）に依頼する。

　(1)　健康福祉局地域福祉部，障害福祉部，保険高齢部内関係各課公所

(2)　こども若者局内関係各課公所

　(3)　各区保健福祉センター管理課，宮城総合支所管理課及び秋保総合支所保健福祉課

　(4)　市内の社会福祉団体及び社会福祉事業を行う法人（宮城県社会福祉協議会を除く）

２　第２条第１項第７号に規定するボランティア功労者又は団体にかかる推薦団体は前項の限りでない。

３　受賞候補者を推薦しようとするときは，別紙様式による推薦調書を表彰区分別に１人又は１　団体について１部提出するものとする。

　（受賞者選考委員会）

第13条　受賞者の選考及び決定を行うため，別表に掲げる職にある者をもって構成する受賞者選　考委員会を置く。

　　　附　則

　この要領は，平成９年６月10日から実施する。

　　　附　則（平成10年６月22日改正）

　この改正は，平成10年６月22日から実施する。

　　　附　則（平成11年６月15日改正）

　この改正は，平成11年６月15日から実施する。

　　　附　則（平成12年３月31日改正）

　この改正は，平成12年４月１日から実施する。

附　則（平成18年３月31日改正）

　この改正は，平成18年４月１日から実施する。

附　則（平成20年４月１日改正）

　この改正は，平成20年４月１日から実施する。

附　則（平成21年６月19日改正）

　この改正は，平成21年６月19日から実施する。

附　則（平成22年６月16日改正）

　この改正は，平成22年６月16日から実施する。
附　則（平成27年４月１日改正）

　この改正は，平成27年４月１日から実施する。

附　則（平成29年３月31日改正）

　この改正は，平成29年４月１日から実施する。

附　則（平成30年３月31日改正）

　この改正は，平成30年４月１日から実施する。
附　則（平成31年４月24日改正）

　この改正は，令和元年５月１日から実施する。
附　則（令和４年５月31日改正）

　この改正は，令和４年６月１日から実施する。
附　則（令和５年３月31日改正）

　この改正は，令和５年４月１日から実施する。
　　別　表
　　　委員長　　　健康福祉局地域福祉部長

　　　　

副委員長　　健康福祉局障害福祉部長
健康福祉局保険高齢部長

　　　　　　　　　

こども若者局こども家庭部長
こども若者局幼稚園・保育部長
　　　　

委　員　　　健康福祉局地域福祉部社会課長
　　　　　　健康福祉局地域福祉部保護自立支援課長
　　　　　　　　　　
健康福祉局障害福祉部障害企画課長

健康福祉局障害福祉部障害者支援課長

　　　　　　　　　　

健康福祉局保険高齢部高齢企画課長

　　　　　　　　　　

健康福祉局保険高齢部介護事業支援課長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　こども若者局こども家庭部総務課長

こども若者局こども家庭部こども支援給付課長
　　　　　　　　　　

こども若者局幼稚園・保育部運営支援課長

